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7．おわりに   
 
1．はじめに 
 周知のとおり，連結会計は 19世紀末から 20世紀初頭における特殊アメリカ的要因のなかで
生成・発展したとされ，「要するに，連結財務諸表はアメリカの財務報告制度に特有のものなの
である」1) という見解が一般的である。アメリカにおいては，1893 年の恐慌を機に巨大鉄道






                                                          
 1) Moonitz [1951], p.10, 片野訳，26ページ。 
 2) ここで「今日的形態」とは，連結貸借対照表において親会社投資勘定と子会社資本勘定を相殺消去した
形態を指す。親会社と子会社の貸借対照表を単純に合算した「萌芽的形態」はすでに 1881年 5月 31日
のシカゴ・アンド・ノースウェスタン鉄道第22期報告書などに実例が確認されている（小栗 [1983]，188-198
ページ）。 
 3) 連結財務諸表の起源については，1892年 12月 31日のナショナル鉛会社（National Lead Co.）が最初
の連結財務諸表を報告したとするチャイルズの見解が通説とされてきたが，その後の調査結果ではこの誤
りが指摘されている（會田 [1978]，49ページ）。また，1886年にアメリカ綿実油トラスト（American Cotton 
Oil Trust）が最初の連結財務諸表を作成したとするメイの見解も事実検証はなされていないとされる（小
栗 [1983]，186ページ）。 
 4) 具体的な基準は 1940年のレギュレーション S-Xにおいて設定された。 
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  20 世紀初頭において，「ディキンソン，ディクシー，ライブランド，そしてモンゴメリーが
                                                          







 7) Edwards & Webb [1984], p.41. 
 8) Kitchen [1972], pp.134-135. イギリスにおける初めての連結貸借対照表が公表されたのは 1910年とさ
れ（Edwards & Webb [1984], p.38），連結会計が法制化されたのは 1948年であった。アメリカとのあい
だに，およそ 15年のタイム・ラグが確認される。 
 9) たとえば，Kitchen [1972], Parker [1977], Walker [1978], Edwards & Webb [1984] など。 
10) Edwards & Webb [1984], p.47. 









Lowes Dickinson）は 1904年 9月にセント・ルイスで開催された国際会計士会議（International 
Congress of Accountants）で報告を，その半年後の 1905年 3月 8日にニューヨーク大学で講
演をそれぞれおこない，1906年には持株会社の財務諸表をテーマにした論文を発表した。ディ
クシー（Lawrence R. Dicksee）は 1909年にアメリカ版『監査論』第 2版を出版する際に，デ
ィキンソンの 1904 年報告のうち連結会計に関する部分を全文引用したうえでみずからの理論






















                                                          
13)  Edwards & Webb [1984], p.35. 
14) イギリス版『監査論』においてこれが掲載されるようになったのは 1924 年に出版された第 13 版から
である。 
15) モンゴメリーは，1905 年ディクシーの『監査論』をアメリカで出版したが，独自の著書『監査：理論
と実務』（Auditing: Theory and Practice）を出版したのは 1912年であり，20世紀初頭のイギリス連結
会計論という本稿の考察範囲には含めにくいと思われる。 
16) Walker [1978], p.121. 
17) Dickinson [1904], pp.189-190. 
























19) Dickinson [1905], p.409. 
20) そこでは，子会社に対する貸付金の資産性が問題視されることに加えて，「持株会社の個別貸借対照表
では，持株会社資産の保持のために子会社が外部に負ったかもしれない多額の負債は公開されない」
（Dickinson [1906], p.489）という問題も指摘されている。 




































                                                          
24) たとえば Lybrand [1908], p.40および Lybrand [1909], p.229など。 
25) Bonbright & Means [1932], p.33. 
26) 小栗 [1983]，202ページ。 
27) Walker [1978], pp.121-125. 
28) 高須 [1996]，11ページ。 
29) Walker [1978], p.270. 
30) Moonitz [1951], p.5, 片野訳，14ページ。 
31) Walker [1978], p.152. 周知のとおり，持分法では，持株会社の指示によって子会社が外部から負った
債務などは開示されない。 

























                                                          
32) Walker [1978], p.151. 
33) Brundage [1951], p.72. 
34) Dickinson [1904], p.176. 
35) 持分法（equity method）は，古くは実価法（actual value method），経済的基準法（economic basis method）
など色々な名前で呼ばれていた。この用語の変遷については，高寺 [1971]，25ページに詳しい。 































                                                          
37) Dickinson [1904], p.190. 
38)  Dickinson [1906], p.489. 







41) 高寺 [2000]，2 ページ。なお，連結会計は，企業結合会計として会社合併会計と同形性を有している
（高寺 [2000]，2ページ）。 
42)  Walker [1978], p.25. 























                                                          
43)  Peloubet [1955], p.31. 
44) これらのことより，持株会社の出現に対する「会計的革新」（Edwards [1991], p.129）とは，アメリカ
では主に連結会計を指すが，当時のイギリスにおいては連結会計のみならず持分法その他の会計方法を含
めたグループ･アカウンティングもしくは持株会社会計を指す。 
45)  Yamey [1950], p.74. 
46)  Walker [1978], p.19. 
47)   Walker [1978], p.14, および p.45. 
48)   Dicksee [1909], p.289. 
49)  Arthur Lowes Dickinson, “The Profits of a Company,” The Incorporated Accountants’ Journal, 
November 1904, pp.34-40. 
50)  Dickinson[1905] および Arthur Lowes Dickinson, “Notes on Some Problems Relating to the 




























                                                          
51)  Dicksee [1909], p.293. 
52)  Dicksee [1909], p.292. 
53)  Dicksee [1909], p.293. 
54)  Dicksee [1909], p.294.  
55)  Yamey [1962], p.42. 
56)  Edwards [1989], p.109. 






















                                                          
57)  Kitchen [1972], p.121. 







60)  Edwards [1989], p.110. 
61)  Edwards [1989], p.110. 
62)  Yamey [1962], p.43. 
63)  Edwards [1989], p.110. 
64)  Dicksee [1909], p.247. 
65)  Dickinson [1904], p.38. 






















ダイナマイト・トラスト社（Nobel Dynamite Trust Co.）や（1897年に設立された）イングリッ




                                                          
67)  Dicksee [1909], p.289. 
68)  Dicksee [1909], p.292. 
69)  Dicksee [1909], p.294. 
70)  Dicksee [1909], pp.293-294. 
71) その他の例は，Chandler, Jr. [1990] に詳しい（Chandler, Jr. [1990]，pp.286-291, 安部他訳 241-245
ページなど）。 
72)  Walker [1978], p.20. 
73)  Liefmann [1932], p.410. 
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響を及ぼしたようである。たとえば「1892年にはリベレイター・パーマネント・ベネフィット・
ビルディング・ソサイェティ（Liberator Permanent Benefit Building Society）とその他のバ
ルフォア・グループ（Balfour group）の会社が 2つの子会社によって遂行された投機的な冒険
事業から生じた莫大な損失の発覚によって倒産した」74)。また，「ウィッタカ ・ーライト（Whitaker 




















                                                          
74)  Walker [1978], p.20. 
75)  Walker [1978], p.20, および p.35. 
76) たとえば，1901年 6月 8日付けのザ・アカウンタント誌において，「いくつかの事例において，親会社
のすべての利益が子会社から引き出されるようなことが起こり，それらの場合には親会社財務諸表の監査
は，多数の子会社の財務諸表も適正だという保証を含まないかぎり，きわめて役に立たないものである」
などとされている（Walker [1978], p.43）。 
77) Moonitz [1951], p.3, 片野訳，10ページ。 
78) Dicksee [1909], p.294. 
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